
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

更新日：

県政世論調査

・男女とも、高齢層においては他の年代よりも固定的な性別役割分担意識にとらわれない人の割合が低
い。（平成２６年度実施の「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」による）
・男女共同参画センターのＰＲ不足等により、利用者が限定されている。

・幅広い世代に対しての啓発、理解促進に一層力を入れて取り組んでいく必要がある。
・家庭、地域、職場など、今後もあらゆる分野における男女共同参画を推進していくことが必要。
・男女共同参画センターのＰＲに努めるとともに、大田市をはじめ地域や各団体等との連携を深めるこ
とにより、施設使用の促進を図ることが必要。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

　 2016/12/13 9:31

・課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既存の事業説明資料などを活用し、効
率的・効果的に行ってください。
・上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいように、「５．評価時点での現状→６．成果
があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れとなるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてくださ
い。

－

・男女共同参画への理解は進んでいるが、一部の人たちの間には依然として固定的な性別役割分担意識
が残っている。
・家庭において、食事のしたくやかたづけ、掃除などは依然として妻が担う仕事となっている。（平成
２６年度実施の「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」による）
・男女共同参画センターの利用が伸びていない。

６.成果があったこと（改善されたこと）

0852-22-5243

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 県民

（２）意図
男女共同参画に関する正しい認識と理解の定着に努め、性別による固定的性別役割分担意識を解消することにより、社会のあらゆる分野に
おける男女共同参画の推進を図る。

・様々な立場の人たちに男女共同参画への理解を深めていただくため、地域、学校、職場などにおいて研修、講座、セミナー等を開催する。
・男女共同参画に係る県民の活動拠点であり、普及啓発事業を総合的に展開している男女共同参画センターの管理運営を行う。（指定管理）

評価実施年度： 平成２８年度

28年度 29年度

78 80

事務事業の名称 男女共同参画の理解促進事業

事務事業担当課長 男女共同参画室長　田中　麻里 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅲ－３－２
男女共同参画の推進

固定的性別役割分担意識にとらわれない人の割合
目標値 74 76

30年度 31年度年度 27年度

・固定的性別役割分担意識にとらわれない人の割合は７２％で平成２６年度の７３．４％から若干低下したが、直近４年間の平均（７０．２％）を上回っている。ま
た、内閣府が平成２６年度に行った全国調査による数値（４９．４％）も大きく上回る水準で推移している。

うち一般財源（千円） 70,221 69,605

達成率

72

％

%

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 81,875 81,697

・平成２８年３月に策定した第３次島根県男女共同参画計画に基づく普及啓発事業を着実に実施することにより、引き続き年代、性別を問わない理解促進に取り組ん
でいく。
・啓発事業の実施にあたっては、引き続き男女共同参画センターを拠点施設と位置付け、市町村や各団体、企業等と連携しながら、それぞれの地域や団体等における
課題や実情を把握し、適切で効果的な事業を展開していく。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・第２次男女共同参画計画（Ｈ２３～Ｈ２７）
により重点的に取り組んできた、男性や若者を
対象とした啓発事業によって、固定的な性別役
割分担意識にとらわれない若年層の割合が大き
く増加した。（平成２６年度実施の「男女共同
参画に関する県民の意識・実態調査」による）
・男性を対象とした講座の受講をきっかけに、
一部の参加者が自主的に活動を継続するグルー
プを結成するなど、地域住民自身による新しい
取組みを生み出した。
・職場で学ぶライフマネジメント講座の開催回
数を平成２６年度から倍増（５回から１０回
へ）させるなど、企業・団体を対象とした啓発
の機会を増やし、職場における男女共同参画へ
の意識を高めている。

－ － －

前年度実績 今年度計画
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